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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含んでおりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益は、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

  

回次 第46期中 第47期中 第48期中 第46期 第47期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 11,473 14,392 16,091 24,451 29,155

経常利益 (百万円) 240 468 589 702 834

中間(当期)純利益 (百万円) 117 237 302 528 458

純資産額 (百万円) 3,142 3,807 4,607 3,510 4,027

総資産額 (百万円) 21,855 24,328 30,431 23,317 25,719

１株当たり純資産額 (円) 358.38 434.26 525.62 399.48 459.44

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 13.45 27.13 34.52 59.52 52.26

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 14.4 15.7 15.1 15.1 15.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 738 2,061 1,049 2,272 4,037

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △2,033 △1,923 △3,496 △3,877 △3,937

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 1,109 △213 2,566 1,743 187

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(百万円) 344 573 1,140 637 935

従業員数 (人) 1,600 1,872 1,985 1,695 1,924



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含んでおりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益は、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

  

回次 第46期中 第47期中 第48期中 第46期 第47期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 7,487 9,026 8,571 15,610 18,251

経常利益 (百万円) 77 364 227 283 664

中間(当期)純利益 (百万円) 25 204 97 173 340

資本金 (百万円) 532 532 532 532 532

発行済株式総数 (千株) 8,771 8,771 8,771 8,771 8,771

純資産額 (百万円) 3,442 3,842 4,169 3,637 3,988

総資産額 (百万円) 17,909 19,447 21,111 19,082 19,300

１株当たり純資産額 (円) 392.61 438.15 475.61 414.01 454.90

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 2.96 23.31 11.09 18.99 38.78

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) ― ― 4.00 6.50 8.00

自己資本比率 (％) 19.2 19.8 19.7 19.1 20.7

従業員数 (人) 522 503 499 502 493



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社および当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

  

(注) 従業員数は就業人員数(連結会社から連結会社外への出向者を除き、連結会社外から連結会社への出向者を含む。)でありま

す。 

  

(2) 提出会社の状況 

  

(注) 従業員数は就業人員数(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

特に記載すべき事項はありません。 

  

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

プレス成形部品事業 1,627 

金型事業 154 

自動車販売事業 38 

全社(共通) 166 

合計 1,985 

従業員数(人) 499 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間における世界経済は、原油価格の高騰や素材価格の上昇などの影響により、米国や中国経済

等の伸びが鈍化傾向にあるものの、総じて順調に推移いたしました。わが国経済は、原油高という不安要素を抱え

ながらも、全体としては景気の踊り場状況からの脱却の動きが見られ、順調な輸出や民間設備投資の増加を受け

て、企業業績も堅調に推移いたしました。また雇用面においても改善が進み、さらに個人消費にも明るさが見え始

めるなど、景気全般は緩やかな回復傾向をたどっております。 

自動車産業につきましては、国内販売・輸出向けともに微増となり、国内生産台数は、前年を若干上回りまし

た。海外においては、北米が低迷傾向にありましたが、中国、タイなどアジア地域が生産拡大しており、世界の自

動車生産台数は、堅調に推移しております。 

このような情勢のもと、当社グループは急速な拡大を続けるタイおよび中国の自動車市場における主たる取引先

の生産増大への対応を進めながら、国内では軽量化、高品質化を可能とする新たな加工技術や安全技術等の研究開

発活動による新技術により受注の拡大を図るとともに、原価低減活動を進めた結果、当中間連結会計期間の売上高

は160億91百万円(前年同期比11.8％増)、営業利益は７億24百万円(前年同期比23.8％増)、経常利益は５億89百万円

(前年同期比25.7％増)、中間純利益は３億２百万円(前年同期比27.2％増)の増収増益となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

  

(プレス成形部品事業) 

プレス成形部品事業におきましては、車体プレス部品では、国内は主要取引先において、国内販売および輸出が

増加したことにより売上高は増加いたしました。一方海外では、タイ・マルジュン社は、依然好調な現地自動車販

売に加え部品輸出の増加により売上高は増加いたしました。また、中国では広州丸順汽車配件有限公司は、メッキ

および塗装設備を導入した第２工場の建設を進めるとともに、主要取引先の大幅な増産により売上高は増加いたし

ました。さらに武漢丸順汽車配件有限公司も、従来溶接加工のみを行っていたものを、プレスから溶接までの一貫

生産体制とする新工場の建設を進めるとともに、主要取引先の増産により売上高は増加いたしました。精密プレス

部品では、生産は増加したものの売上高は微減となりました。樹脂製品におきましては、住設部品および自動車部

品ともに好調で売上高は増加いたしました。 

以上の結果、売上高は134億19百万円(前年同期比21.2％増)、営業利益は８億42百万円(前年同期比10.3％増)とな

りました。 

  



(金型事業) 

金型事業におきましては、金型は依然として短納期化、品質の高度化が進むなど業界を取り巻く環境は厳しく、

国内では海外向けの金型が減少し売上高は減少いたしました。なお、海外における金型事業の新たな展開として技

術援助を行っている中国四川省宜賓市の普什模具有限公司は、現地日系自動車メーカーを中心に順調に受注を拡大

し、それに伴い普什模具有限公司への売上高も増加いたしました。治具・検査具は、国内ではトヨタ系の受注が好

調で売上高は増加いたしました。また、タイ・マルジュン社では治具・検査具の生産能力を拡大し売上高は増加い

たしました。 

以上の結果、売上高は12億98百万円(前年同期比40.2％減)、営業利益は２億17百万円(前年同期比42.5％増)とな

りました。 

  

(自動車販売事業) 

自動車販売事業におきましては、新車の販売台数が減ったものの中古車の販売台数が増え売上高は増加いたしま

した。 

以上の結果、売上高は14億95百万円(前年同期比2.7％増)、営業損失は８百万円(前年同期４百万円の営業損失)と

なりました。 

  

所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

  

(日本) 

プレス成形部品事業におきましては、車体プレス部品では、主要取引先において、国内販売および輸出が増加し

たことにより売上高は増加いたしました。精密プレス部品では、生産は増加したものの売上高は微減となりまし

た。樹脂製品におきましては、住設部品および自動車部品ともに好調で売上高は増加いたしました。 

金型事業におきましては、金型は依然として短納期化、品質の高度化が進むなど業界を取り巻く環境は厳しく、

海外向けの金型が減少し売上高は減少いたしました。治具・検査具は、トヨタ系の受注が好調で売上高は増加いた

しました。 

自動車販売事業におきましては、新車の販売台数が減ったものの中古車の販売台数が増え売上高は増加いたしま

した。 

以上の結果、売上高は100億60百万円(前年同期比4.0％減)、営業利益は５億77百万円(前年同期比27.7％増)とな

りました。 

  



(アジア) 

プレス成形部品事業におきましては、タイ・マルジュン社は、依然好調な現地自動車販売に加え部品輸出の増加

により売上高は増加いたしました。また、中国では広州丸順汽車配件有限公司は、メッキおよび塗装設備を導入し

た第２工場の建設を進めるとともに、主要取引先の大幅な増産により売上高は増加いたしました。さらに武漢丸順

汽車配件有限公司も、従来溶接加工のみを行っていたものを、プレスから溶接までの一貫生産体制とする新工場の

建設を進めるとともに、主要取引先の増産により売上高は増加いたしました。 

金型事業におきましては、海外における金型事業の新たな展開として技術援助を行っている中国四川省宜賓市の

普什模具有限公司は、現地日系自動車メーカーを中心に順調に受注を拡大し、それに伴い普什模具有限公司への売

上高も増加いたしました。タイ・マルジュン社では治具・検査具の生産能力を拡大し売上高は増加いたしました。 

以上の結果、売上高は64億96百万円(前年同期比43.7％増)、営業利益は４億80百万円(前年同期比206.3％増)とな

りました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における営業キャッシュ・フローは前年同期比10億12百万円減の10億49百万円の収入でした

が、有形固定資産の取得による支出34億69百万円等により投資活動によるキャッシュ・フローが34億96百万円の支

出(前年同期は19億23百万円の支出)となり、長短借入金による収入等により財務活動によるキャッシュ・フローが

25億66百万円の収入(前年同期は２億13百万円の支出)となり、現金及び現金同等物の中間期末残高は11億40百万円

となりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、当中間連結会計期間の税金等調整前中間純利益が５億57百万円あり、広

州丸順汽車配件有限公司に導入した車体プレス部品製造設備の稼動等により減価償却費は前年同期比２億14百万円

増の13億86百万円となり、売上高の増加に伴い売上債権の増加額が前年同期比５億１百万円増の９億13百万円とな

り、仕入債務の増加額が前年同期比２億31百万円減少し、たな卸資産の増加額は売上高増加に伴い前年同期比３億

30百万円増加し、法人税等の支払額が前年同期比２億33百万円増の２億84百万円となった結果、前年同期比10億12

百万円減少し、10億49百万円となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、広州丸順汽車配件有限公司の第２工場新設および第１工場増築、武漢丸

順汽車配件有限公司の工場新設、タイ・マルジュン社の車体プレス部品製造のための工場増築、新機種立上りに伴

う金型投資、自動車販売店舗および本社事務所の新設等により有形固定資産の取得による支出34億69百万円があ

り、前年同期比15億73百万円の支出増の34億96百万円となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、前年同期は長短借入金の返済等により２億13百万円の支出となりました

が、当中間連結会計期間は、広州丸順汽車配件有限公司および武漢丸順汽車配件有限公司において新たに株式会社

ベステックスキョーエイおよび株式会社増田製作所に第三者割当増資を行ったため、少数株主からの払込みによる

収入２億12百万円があり、長短借入れを24億63百万円(純額)借入れた結果、25億66百万円の収入(前年同期は２億13

百万円の支出)となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は、販売価格によっております。 
２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
３ 自動車販売事業については生産実績がないため、記載しておりません。 

  

(2) 受注状況 

当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別 
セグメントの名称 

区分 金額(百万円) 前年同期比(％) 

プレス成形部品事業 

車体プレス部品 11,836 23.2 

精密プレス部品 440 △4.5 

樹脂製品 517 12.7 

試作品その他 632 17.1 

計 13,427 21.3 

金型事業 

金型 928 △45.0 

治具・検査具 253 36.7 

計 1,182 △36.9 

合計   14,609 12.9 

事業の種類別 
セグメントの名称 

区分 
受注高
(百万円) 

前年同期比
(％) 

受注残高 
(百万円) 

前年同期比
(％) 

プレス成形部品事業 

車体プレス部品 12,088 23.5 2,121 34.0 

精密プレス部品 438 △3.3 74 8.2 

樹脂製品 551 14.4 80 △12.1 

試作品その他 752 21.3 193 85.8 

計 13,831 21.9 2,470 33.7 

金型事業 

金型 815 10.2 2,054 7.1 

治具・検査具 234 61.1 100 75.5 

計 1,050 18.6 2,155 9.1 

自動車販売事業 
自動車販売・修理 1,451 0.1 52 △23.0 

計 1,451 0.1 52 △23.0 

合計   16,333 19.4 4,678 20.2 



(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 主な相手先別の販売実績および総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 
  

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別 
セグメントの名称 

区分 金額(百万円) 前年同期比(％) 

プレス成形部品事業 

車体プレス部品 11,820 23.0 

精密プレス部品 441 △4.3 

樹脂製品 525 15.1 

試作品その他 632 17.1 

計 13,419 21.2 

金型事業 

金型 928 △45.0 

治具・検査具 253 36.7 

計 1,182 △36.9 

自動車販売事業 
自動車販売・修理 1,489 2.8 

計 1,489 2.8 

合計   16,091 11.8 

相手先 

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％) 

本田技研工業株式会社 4,784 33.2 4,974 30.9 

ホンダオートモービル 
(タイランド)カンパニー 
・リミテッド 

1,954 13.6 2,344 14.6 



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社および連結子会社)が対処すべき課題について、重要な変更はあ

りません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループの研究開発活動は、自動車部品事業を主体に、技術研究所をその拠点として、特に自動車の衝突安全

性の向上、軽量化およびVE等のユーザーニーズに積極的に対応すべく、引き続き独創的な新技術と新商品の創出に努

めてまいりました。 

自動車の衝突安全性の向上においては、従来からの乗員保護、歩行者に対する安全保護性能の向上はもとより、軽

衝突時の修理費を低減する技術も強く求められるようになってまいりました。 

当中間連結会計期間においては、これらの課題に対して、新たに自動車ボディー骨格の革新的な構造と生産技術の

開発を重点テーマに加え、試作品による目的効果の検証も行ってまいりました。また、前連結会計年度から重点的に

開発を進めてまいりました自動車の前部および後部の新バンパーシステムの製品開発におきましては、アルミ材バン

パービームとほぼ同等の重量を持つ革新的な軽量化システムの開発を進めてまいりました。当社の特徴として、コン

ピュータによる仮想衝突試験と実物衝突試験機による実走行試験を併用することにより、短期間で、安全性と商品性

に優れたバンパーシステムの開発を行うことができ、これにより、既存ユーザーの満足度向上と新規ユーザーの獲得

に向けて積極的に製品化の提案を進めてまいりました。 

また、今後一層自動車の軽量化に貢献すると期待されるボディー部品の高張力鋼板活用技術については、高精度な

生産技術と金型構造の開発およびそれらを短時間で精度良く予測評価するコンピュータシミュレーション技術を組み

合わせ、ユーザーの求める軽量化とVE、さらには短納期化に対して高い競争力を得ることができました。さらに、今

後進化が予測される軽量化ニーズに対し、アルミ材および樹脂材を使用した製品開発を進め、ユーザーの拡大に努め

てまいりました。 

ハイドロフォーミング成形技術においては、自動車車体部品に対する大幅なVEと軽量化を狙いとした独創的な製品

の提案を、引き続きユーザーに向けて積極的に行ってまいりました。これにより当中間連結会計期間において、独創

的な商品化につながる特許をアメリカ合衆国で取得いたしました。 

精密プレス加工技術による自動車駆動系部品のVEも、高精度な厚板用金型製作技術と独自の増肉加工技術を連携さ

せながら、多製品にわたり開発を進めてまいりました。 

以上の結果により、主要な取引先である自動車メーカーから、当社の提案する新技術が評価され、新商品の受注増

加や、新たな取引先からの受注を獲得することができました。 

当中間連結会計期間における主な成果と継続事項は、次のとおりであります。 

  

１ ハイドロフォーミング製法を活用した自動車部品の研究および製品開発 

２ 超高張力鋼板と異種材のハイブリッドシステム化による、北米用軽量自動車バンパーシステムの開発 

３ 歩行者を保護する自動車の衝突安全技術および商品化の研究 

４ ロールフォーミング製法を活用した自動車部品の研究および製品開発 

５ 超高張力鋼板(1180Mpa～)の高精度冷間プレス加工技術および溶接加工技術の確立とシミュレーション解析法の

応用研究 

６ 自動車用バンパーの知能化システムの商品化開発研究 

７ 自動車エンジン系および駆動系部品のプレス加工化によるVE技術および製品開発 

８ テーラードブランク接合によるVEおよび軽量化技術の開発 

  

なお、当中間連結会計期間の研究開発費は５億49百万円であります。 

  

(注) VEは、Value Engineeringの略で、技術管理や経営の効率化を図る技法、価値工学であります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 前連結会計年度末において、実施中または計画中であった設備の新設、重要な拡充等のうち、当中間連結会計期

間中に完成したものは、次のとおりであります。 

  

(注) 上記の金額には、消費税等は含んでおりません。 

  

(2) 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類別
セグメントの 
名称 

設備の内容
投資金額
(百万円) 

完成年月 
完成後の
増加能力 

タイ・マルジュン社 
本社 
(タイ王国アユタヤ県 
ナコーンルアング郡) 

プレス成形
部品事業 

建物 138
平成17年 
８月 

― 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 32,000,000

計 32,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月22日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 8,771,000 8,771,000
名古屋証券取引所
(市場第二部) 

― 

計 8,771,000 8,771,000 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日 

― 8,771,000 ― 532 ― 430



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

今川 順夫 岐阜県大垣市南頰町４丁目115番地 1,234 14.07

今川 喜章 岐阜県大垣市南頰町４丁目３ 990 11.29

本田技研工業株式会社 東京都港区南青山２丁目１―１ 988 11.28

太平洋工業株式会社 岐阜県大垣市久徳町100 463 5.29

名古屋中小企業投資育成 
株式会社 

名古屋市中村区名駅南１丁目16―30 371 4.23

丸順従業員持株会 岐阜県大垣市浅西３丁目22―22 346 3.95

株式会社UFJ銀行 名古屋市中区錦３丁目21番24号 300 3.42

株式会社大垣共立銀行 
(常任代理人 資産管理サービス 
信託銀行株式会社) 

岐阜県大垣市郭町３丁目98番地
(東京都中央区晴海１―８―12 
晴海アイランドトリトンスクエア 
オフィスタワーＺ棟) 

300 3.42

有限会社イマガワ 岐阜県大垣市南頰町４丁目３番地 300 3.42

丸順取引先持株会 岐阜県大垣市浅西３丁目22番地22 165 1.88

計 ― 5,459 62.25

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式  4,000 

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

8,753,000 
8,753 ― 

単元未満株式 普通株式  14,000 ― ― 

発行済株式総数 8,771,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 8,753 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

株式会社丸順 
岐阜県大垣市浅西３丁目
22番地の22 

4,000 ― 4,000 0.05

計 ― 4,000 ― 4,000 0.05



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は名古屋証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 733 784 750 750 750 722

最低(円) 667 664 704 693 695 700



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第３項の

ただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第３項のただ

し書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)および当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表ならびに前中間会計

期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)および当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で)の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 

  

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  
  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)   
        

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金     1,268 1,835   1,630 

２ 受取手形及び売掛金     4,481 5,716   4,700 

３ たな卸資産     2,490 2,972   2,548 

４ 繰延税金資産     198 145   215 

５ その他     450 654   467 

貸倒引当金     △0 △1   △0 

流動資産合計     8,888 36.5 11,323 37.2   9,562 37.2

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１         

(1) 建物及び構築物 ※２ 3,148   3,186 3,043   

(2) 機械装置及び運搬具 ※２ 4,304   3,588 3,622   

(3) 工具、器具及び備品 ※２ 3,051   3,888 3,480   

(4) 土地 ※２ 2,081   2,065 2,079   

(5) 建設仮勘定   911 13,497 4,171 16,899 1,934 14,159 

２ 無形固定資産           

(1) 連結調整勘定   9   0 1   

(2) その他   125 134 115 116 120 122 

３ 投資その他の資産           

(1) 投資有価証券 ※２ 1,376   1,695 1,442   

(2) 繰延税金資産   51   6 51   

(3) その他   435   427 421   

貸倒引当金   △56 1,807 △38 2,091 △39 1,875 

固定資産合計     15,440 63.5 19,108 62.8   16,157 62.8

資産合計     24,328 100.0 30,431 100.0   25,719 100.0



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形及び買掛金 ※２   4,324 5,275   4,631 

２ 短期借入金 ※ 
2,3   4,180 7,020   4,991 

３ 未払法人税等     189 45   266 

４ 賞与引当金     286 267   256 

５ 役員賞与引当金     ― ―   14 

６ その他     1,313 1,930   1,284 

流動負債合計     10,294 42.3 14,539 47.8   11,444 44.5

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金 ※２   9,272 9,408   8,808 

２ 繰延税金負債     6 145   76 

３ 退職給付引当金     400 474   428 

４ 役員退職慰労引当金     82 94   88 

５ その他     0 0   0 

固定負債合計     9,762 40.1 10,124 33.3   9,402 36.5

負債合計     20,056 82.4 24,663 81.1   20,847 81.0

(少数株主持分)           

少数株主持分     463 1.9 1,159 3.8   844 3.3

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     532 2.2 532 1.7   532 2.1

Ⅱ 資本剰余金     430 1.8 430 1.4   430 1.7

Ⅲ 利益剰余金     2,770 11.4 3,223 10.6   2,990 11.6

Ⅳ その他有価証券評価差額金     431 1.8 596 2.0   442 1.7

Ⅴ 為替換算調整勘定     △355 △1.5 △172 △0.6   △366 △1.4

Ⅵ 自己株式     △0 △0.0 △2 △0.0   △1 △0.0

資本合計     3,807 15.7 4,607 15.1   4,027 15.7

負債、少数株主持分 
及び資本合計     24,328 100.0 30,431 100.0   25,719 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

  
  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     14,392 100.0 16,091 100.0   29,155 100.0

Ⅱ 売上原価     12,494 86.8 13,966 86.8   25,394 87.1

売上総利益     1,897 13.2 2,125 13.2   3,761 12.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   1,312 9.1 1,401 8.7   2,723 9.3

営業利益     585 4.1 724 4.5   1,038 3.6

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息   1   2 3   

２ 受取配当金   5   8 10   

３ 為替差益   19   21 20   

４ 受取地代家賃   6   4 13   

５ その他   14 47 0.3 12 49 0.3 45 94 0.3

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息   144   168 291   

２ 持分法による投資損失   15   7 ―   

３ その他   3 163 1.1 8 184 1.1 7 299 1.0

経常利益     468 3.3 589 3.7   834 2.9

Ⅵ 特別利益           

１ 投資有価証券売却益   1   ― ―   

２ 関係会社出資金売却益   ―   ― 72   

３ 持分変動益   ―   16 ―   

４ その他   0 2 0.0 1 18 0.1 13 85 0.3

Ⅶ 特別損失           

１ 固定資産廃棄損 ※２ 5   30 38   

２ 減損損失 ※３ ―   14 ―   

３ 投資有価証券評価損   17   ― 15   

４ 会員権売却損   0   ― 0   

５ その他   0 23 0.2 4 49 0.3 3 58 0.2

税金等調整前 
中間(当期)純利益     447 3.1 557 3.5   861 3.0

法人税、住民税 
及び事業税   183   75 330   

法人税等調整額   △25 158 1.0 86 161 1.0 8 339 1.2

少数株主利益     51 0.4 94 0.6   63 0.2

中間(当期)純利益     237 1.7 302 1.9   458 1.6



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   430 430   430

Ⅱ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高 

  430 430   430

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   2,596 2,990   2,596

Ⅱ 利益剰余金増加高     

１ 中間(当期)純利益 237 237 302 302 458 458

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１ 配当金 57 70 57 

２ 役員賞与 7 64 ― 70 7 64

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高 

  2,770 3,223   2,990



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前 
中間(当期)純利益 

 447 557 861

減価償却費  1,171 1,386 2,676

減損損失  ― 14 ―

連結調整勘定償却額  7 0 15

貸倒引当金の増減額 
(減少：△) 

 △3 △1 △19

賞与引当金の増減額 
(減少：△) 

 27 10 △1

役員賞与引当金の増減額 
(減少：△) 

 ― △14 14

退職給付引当金の増減額 
(減少：△) 

 27 46 55

役員退職慰労引当金の 
増減額(減少：△) 

 3 6 8

受取利息及び受取配当金  △6 △10 △14

支払利息  144 168 291

持分法による投資損益 
(利益：△) 

 15 7 △6

固定資産売却益  ― △0 △11

固定資産廃棄損  5 30 38

投資有価証券売却益  △1 ― ―

投資有価証券評価損  17 ― 15

関係会社出資金売却益  ― ― △72

持分変動益  ― △16 ―

売上債権の増減額 
(増加：△) 

 △412 △913 △622

たな卸資産の増減額 
(増加：△) 

 △50 △380 △128

仕入債務の増減額 
(減少：△) 

 774 542 1,188

その他  88 54 172

小計  2,256 1,491 4,461

利息及び配当金の受取額  6 10 14

利息の支払額  △149 △167 △308

法人税等の支払額  △51 △284 △129

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 2,061 1,049 4,037



  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

有価証券の償還による収入  6 ― 6

有形固定資産の 
取得による支出 

 △1,934 △3,469 △4,276

有形固定資産の 
売却による収入 

 1 2 22

有形固定資産の 
廃棄による支出 

 ― △10 ―

無形固定資産の 
取得による支出 

 △8 △3 △13

投資有価証券の 
取得による支出 

 △5 △5 △11

投資有価証券の 
売却による収入 

 6 ― 6

関係会社出資金の 
売却による収入 

 ― ― 320

その他(純額)  11 △9 9

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △1,923 △3,496 △3,937

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

短期借入れによる収入  5,056 5,366 8,865

短期借入金の 
返済による支出 

 △5,101 △4,517 △8,606

長期借入れによる収入  1,063 2,741 2,283

長期借入金の 
返済による支出 

 △1,170 △1,127 △2,337

少数株主からの 
払込みによる収入 

 ― 212 109

配当金の支払額  △57 △70 △56

少数株主への配当金の 
支払額 

 ― △26 ―

その他(純額)  △5 △11 △70

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △213 2,566 187

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 10 86 9

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
増減額(減少：△) 

 △64 205 297

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 637 935 637

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

※１ 573 1,140 935

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

(1) 連結子会社の数 

５社 

主要な連結子会社の名

称 

タイ・マルジュン

社、広州丸順汽車配件

有限公司、武漢丸順汽

車配件有限公司、㈱ホ

ンダ四輪販売丸順 

(1) 連結子会社の数 

４社 

主要な連結子会社の名

称 

同左 

(1) 連結子会社の数 

５社 

主要な連結子会社の名

称 

タイ・マルジュン

社、広州丸順汽車配件

有限公司、武漢丸順汽

車配件有限公司、㈱ホ

ンダ四輪販売丸順 

  (2) 非連結子会社 

なし 

(2) 非連結子会社 

同左 

(2) 非連結子会社 

同左 

２ 持分法の適用に関

する事項 

(1) 持分法を適用した関連

会社の数 

１社 

主要な会社名 

ワイ・エム・テクノ

ロジー社 

  

(1) 持分法を適用した関連

会社の数 

同左 

主要な会社名 

同左 

(1) 持分法を適用した関連

会社の数 

同左 

主要な会社名 

同左 

  (2) 持分法を適用しない非

連結子会社及び関連会

社 

なし 

(2) 持分法を適用しない非

連結子会社及び関連会

社 

同左 

(2) 持分法を適用しない非

連結子会社及び関連会

社 

同左 

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等に

関する事項 

  

連結子会社タイ・マルジ

ュン社、広州丸順汽車配件

有限公司および武漢丸順汽

車配件有限公司の中間決算

日は６月30日であります

が、中間連結決算日現在で

実施した仮決算に基づく中

間財務諸表を使用しており

ます。 

同左 タイ・マルジュン社、広

州丸順汽車配件有限公司お

よび武漢丸順汽車配件有限

公司の決算日は12月31日で

ありますが、連結決算日に

本決算に準じた仮決算を行

い、その財務諸表を使用し

て連結財務諸表を作成して

おります。 

４ 会計処理基準に関

する事項 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間連結決算日の

市場価格等に基づ

く時価法 

(評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は移動平均法によ

り算定) 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…連結決算日の市場

価格等に基づく時

価法 

(評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は移動平均法によ

り算定) 

  時価のないもの 

…移動平均法による

原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  ②たな卸資産 
商品(自動車) 
…個別法による原価
法 

②たな卸資産 
商品(自動車) 

同左 

②たな卸資産 
商品(自動車) 

同左 

  製品および仕掛品 
プレス成形部品(試
作品を除く。) 
…総平均法による原
価法 

製品および仕掛品 
プレス成形部品(試
作品を除く。) 

同左 

製品および仕掛品 
プレス成形部品(試
作品を除く。) 

同左 

  その他金型等 
…個別法による原価
法 

その他金型等 
同左 

その他金型等 
同左 

  原材料 
…主として総平均法
による原価法 

原材料 
同左 

原材料 
同左 

  貯蔵品 
…最終仕入原価法に
よる原価法 

貯蔵品 
同左 

貯蔵品 
同左 

        
  (2) 重要な減価償却資産の 

減価償却の方法 
(2) 重要な減価償却資産の 
減価償却の方法 

(2) 重要な減価償却資産の 
減価償却の方法 

  ①有形固定資産 ①有形固定資産 ①有形固定資産 
  建物(建物附属設備を

除く。) 
建物(建物附属設備を
除く。) 

建物(建物附属設備を
除く。) 

  …定額法 
その他の有形固定資産 
…定率法、ただし、在
外子会社は定額法 
なお、主な科目の耐用
年数は以下のとおりで
あります。 
建物及び構築物 
……３年～50年 
機械装置及び運搬具 
……２年～12年 
工具、器具及び備品 
……２年～15年 

同左 
その他の有形固定資産 

同左 

同左 
その他の有形固定資産 

同左 

  ②無形固定資産 ②無形固定資産 ②無形固定資産 
  …定額法 同左 同左 
        
  (3) 重要な引当金の計上基 

準 
(3) 重要な引当金の計上基 
準 

(3) 重要な引当金の計上基 
準 

  ①貸倒引当金 ①貸倒引当金 ①貸倒引当金 
  …債権の貸倒れによる

損失に備えるため、
一般債権については
貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定
の債権については個
別に回収可能性を検
討し、回収不能見込
額を計上しておりま
す。 

同左 同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  ②賞与引当金 ②賞与引当金 ②賞与引当金 

  …従業員の賞与の支給

に充てるため、支給

見込額のうち当中間

連結会計期間の負担

額を計上しておりま

す。 

同左 …従業員の賞与の支給

に充てるため、支給

見込額のうち当連結

会計年度の負担額を

計上しております。 

  ③  ――――― ③役員賞与引当金 ③役員賞与引当金 

    …役員の賞与の支給に

充てるため、支給見

込額を計上しており

ます。 

(追加情報) 

「役員賞与の会計処

理に関する当面の取

扱い」(企業会計基

準委員会 実務対応

報告第13号)を適用

しており、従来、株

主総会決議時に未処

分利益の減少として

会計処理していた役

員賞与を、前連結会

計年度下期から支給

見込額を役員賞与引

当金に計上しており

ます。 

なお、当中間連結会

計期間末において、

支給見込額を合理的

に見積ることが困難

であるため、引当計

上しておりません。 

…役員の賞与の支給に

充てるため、支給見

込額を計上しており

ます。 

(追加情報) 

「役員賞与の会計処

理に関する当面の取

扱い」(企業会計基

準委員会 実務対応

報告第13号)を適用

しており、従来、株

主総会決議時に未処

分利益の減少として

会計処理していた役

員賞与を、当連結会

計年度から支給見込

額を役員賞与引当金

に計上しておりま

す。 

この結果、従来の方

法に比べて、営業利

益、経常利益および

税金等調整前当期純

利益が、14百万円減

少しております。 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  ④退職給付引当金 ④退職給付引当金 ④退職給付引当金 

  …従業員の退職給付に

備えるため、当連結

会計年度末における

退職給付債務および

年金資産の見込額に

基づき、当中間連結

会計期間末において

発生していると認め

られる額を計上して

おります。 

数理計算上の差異

は、各連結会計年度

の発生時における従

業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年

数(15年)による定額

法により按分した額

をそれぞれ発生の翌

連結会計年度から費

用処理しておりま

す。 

過去勤務債務は、従

業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年

数(15年)による定額

法による按分額を費

用処理しておりま

す。 

会計基準変更時差異

(451百万円)は、平

成13年３月期から15

年による按分額を費

用処理しておりま

す。 

同左 …従業員の退職給付に

備えるため、当連結

会計年度末における

退職給付債務および

年金資産の見込額に

基づき計上しており

ます。 

数理計算上の差異

は、各連結会計年度

の発生時における従

業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年

数(15年)による定額

法により按分した額

をそれぞれ翌連結会

計年度から費用処理

しております。 

過去勤務債務は、従

業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年

数(15年)による定額

法による按分額を費

用処理しておりま

す。 

会計基準変更時差異

(451百万円)は、平

成13年３月期から15

年による按分額を費

用処理しておりま

す。 

  ⑤役員退職慰労引当金 ⑤役員退職慰労引当金 ⑤役員退職慰労引当金 

  …役員の退職慰労金の

支払に備えるため、

内規に基づく中間連

結会計期間末要支給

額を計上しておりま

す。 

同左 …役員の退職慰労金の

支払に備えるため、

内規に基づく期末要

支給額を計上してお

ります。 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (4) 重要な外貨建の資産又 

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

(4) 重要な外貨建の資産又 

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

(4) 重要な外貨建の資産又 

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

  外貨建金銭債権債務

は、中間連結決算日の

直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額

は損益として処理して

おります。 

なお、在外子会社の

資産および負債は、中

間連結決算日の直物為

替相場により円貨に換

算し、収益および費用

は期中平均相場により

円貨に換算し、換算差

額は少数株主持分およ

び資本の部における為

替換算調整勘定に含め

て計上しております。 

同左 外貨建金銭債権債務

は、連結決算日の直物

為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損

益として処理しており

ます。 

なお、在外子会社の

資産および負債は、連

結決算日の直物為替相

場により円貨に換算

し、収益および費用は

期中平均相場により円

貨に換算し、換算差額

は少数株主持分および

資本の部における為替

換算調整勘定に含めて

計上しております。 

        

  (5) 重要なリース取引の処 

理方法 

(5) 重要なリース取引の処 

理方法 

(5) 重要なリース取引の処 

理方法 

  リース物件の所有権

が借主に移転すると認

められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取

引については、通常の

賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によ

っております。 

なお、在外連結子会

社は、通常の売買取引

に準じた会計処理によ

っております。 

同左 同左 

        

  (6) 重要なヘッジ会計の方 

法 

(6) 重要なヘッジ会計の方 

法 

(6) 重要なヘッジ会計の方 

法 

  ①ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 

  金利スワップ取引に

ついては、特例処理を

採用しております。ま

た、金利通貨スワップ

取引については、一体

処理(特例処理、振当

処理)を採用しており

ます。 

同左 同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対

象 

②ヘッジ手段とヘッジ対

象 

②ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  ヘッジ手段 

…金利スワップ取

引、金利通貨スワ

ップ取引 

ヘッジ手段 

…同左 

ヘッジ手段 

…同左 

  ヘッジ対象 

…変動金利長期預

金、変動金利借入

金、外貨建借入金 

ヘッジ対象 

…同左 

ヘッジ対象 

…同左 

  ③ヘッジ方針 ③ヘッジ方針 ③ヘッジ方針 

  金利変動リスクおよ

び為替変動リスクを回

避するため、金利スワ

ップ取引および金利通

貨スワップ取引を利用

しております。 

同左 同左 

  ④ヘッジ有効性評価の方

法 

④ヘッジ有効性評価の方

法 

④ヘッジ有効性評価の方

法 

  金利スワップの特例

処理および金利通貨ス

ワップの一体処理の適

用要件を満たしている

ため、有効性の評価を

省略しております。 

同左 同左 

        

  (7) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項 

(7) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項 

(7) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

   消費税等の会計処理 

…消費税および地方消

費税の会計処理は、

税抜方式によってお

ります。 

 消費税等の会計処理 

同左 

 消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

(連結キャッシュ・

フロー計算書)にお

ける資金の範囲 

手許現金、随時引出し可

能な預金および容易に換金

可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３

カ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなってお

ります。 

同左 同左 



会計処理の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」(「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」(企業会計審議会

平成14年８月９日))及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号)を適用しております。 

 これにより税金等調整前中間純利

益は14百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき各資産の金額から直接控除

しております。 

――――― 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は24,083百万円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は26,498百万円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は25,171百万円であります。 

      

※２ 担保資産及び担保付債務 

   工場財団に属している資産 

   上記に対応する債務 

   工場財団に属していない資産 

   上記に対応する債務 

建物及び 
構築物 

1,118百万円

機械装置 
及び運搬具 

393 

工具、器具 
及び備品 

2 

土地 490 

計 2,005 

短期借入金 1,199百万円

長期借入金 3,988 

計 5,188 

建物及び 
構築物 

601百万円

機械装置及び 
運搬具 

751 

土地 1,059 

投資有価証券 528 

計 2,941 

支払手形 
及び買掛金 186百万円

短期借入金 342 

長期借入金 3,143 

計 3,672 

※２ 担保資産及び担保付債務 

   工場財団に属している資産 

   上記に対応する債務 

   工場財団に属していない資産 

   上記に対応する債務 

建物及び 
構築物 

872百万円

機械装置 
及び運搬具

318 

工具、器具
及び備品 

2 

土地 490 

計 1,684 

短期借入金 1,649百万円

長期借入金 4,288 

計 5,937 

建物及び 
構築物 

506百万円

機械装置及び
運搬具 

619 

土地 773 

投資有価証券 866 

計 2,766 

支払手形
及び買掛金 237百万円

短期借入金 988 

長期借入金 2,766 

計 3,992 

※２ 担保資産及び担保付債務 

   工場財団に属している資産 

   上記に対応する債務 

   工場財団に属していない資産 

   上記に対応する債務 

建物及び 
構築物 

1,092百万円

機械装置 
及び運搬具 

344 

工具、器具 
及び備品 

2 

土地 490 

計 1,929 

短期借入金 1,372百万円

長期借入金 3,701 

計 5,073 

建物及び 
構築物 

519百万円

機械装置及び 
運搬具 

679 

土地 773 

投資有価証券 724 

計 2,697 

支払手形
及び買掛金 254百万円

短期借入金 617 

長期借入金 2,869 

計 3,741 
      

※３ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行10行と

当座借越契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく当中間

連結会計期間末の借入未実行残

高は、次のとおりであります。 

  

当座借越極度額 4,050百万円

借入実行残高 200 

差引額 3,850 

※３ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行10行と

当座借越契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく当中間

連結会計期間末の借入未実行残

高は、次のとおりであります。 

  

当座借越極度額 4,050百万円

借入実行残高 140 

差引額 3,910 

※３ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行10行と

当座借越契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく当連結

会計年度末の借入未実行残高

は、次のとおりであります。 

  

当座借越極度額 4,050百万円

借入実行残高 100 

差引額 3,950 



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次のと

おりであります。 

運搬費 348百万円

役員報酬 76 

給料及び賞与 302 

賞与引当金 

繰入額 
38 

役員退職慰労 

引当金繰入額 
6 

退職給付費用 14 

法定福利費 47 

福利厚生費 35 

旅費交通費 34 

減価償却費 33 

連結調整勘定 

償却額 
7 

研究開発費 66 

地代家賃 33 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次のと

おりであります。 

運搬費 381百万円

役員報酬 75 

給料及び賞与 324 

賞与引当金 

繰入額 
46 

役員退職慰労 

引当金繰入額 
6 

退職給付費用 15 

法定福利費 51 

福利厚生費 44 

旅費交通費 34 

減価償却費 40 

連結調整勘定 

償却額 
0 

研究開発費 67 

地代家賃 37 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次のと

おりであります。 

運搬費 716百万円

役員報酬 156 

給料及び賞与 663 

役員賞与引当金 

繰入額 
14 

賞与引当金 

繰入額 
27 

役員退職慰労 

引当金繰入額 
11 

退職給付費用 29 

法定福利費 94 

福利厚生費 69 

旅費交通費 69 

減価償却費 70 

連結調整勘定 

償却額 
15 

研究開発費 134 

地代家賃 71 

※２ 固定資産廃棄損の内容は、次

のとおりであります。 

建物及び構築物 1百万円

機械装置及び 

運搬具 
1 

工具、器具 

及び備品 
3 

計 5 

※２ 固定資産廃棄損の内容は、次

のとおりであります。 

建物及び構築物 14百万円

機械装置及び 

運搬具 
4 

工具、器具 

及び備品 
0 

撤去費用 10 

計 30 

※２ 固定資産廃棄損の内容は、次

のとおりであります。 

建物及び構築物 0百万円

機械装置及び 

運搬具 
32 

工具、器具 

及び備品 
4 

建設仮勘定 1 

計 38 
    
※３    ――――― ※３ 減損損失 

当社は、以下の資産グループ

について減損損失を計上しまし

た。 

  (経緯) 

上記の土地については、厚生

施設建設予定地として取得いた

しましたが、現在は遊休資産と

なっております。 

今後の利用計画も無く、地価

も著しく下落しているため、減

損損失を認識いたしました。 

用途 種類 場所
金額
(百万円)

遊休 土地
岐阜県
関市 

8

遊休 土地
富山県
西砺波郡

5

計 14 

※３    ――――― 



  

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  
  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

    (グルーピングの方法) 

事業部門別を基本とし、製造

部門においては製造品目を単位

とし、将来の使用が見込まれて

いない遊休資産については個々

の物件単位でグルーピングをし

ております。 

  (回収可能価額の算定方法等) 

当資産グループの回収可能価

額は、正味売却価額により測定

しており、固定資産税評価額に

基づいて評価しております。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

  

現金及び預金勘定 1,268百万円

預入期間が３カ月 
を超える定期預金 

△695 

現金及び 
現金同等物 

573 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

  

現金及び預金勘定 1,835百万円

預入期間が３カ月 
を超える定期預金 

△695 

現金及び 
現金同等物 

1,140 

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

  

  

現金及び預金勘定 1,630百万円

預入期間が３カ月 
を超える定期預金 

△695 

現金及び 
現金同等物 

935 



(リース取引関係) 
  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(借主側) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および中間

期末残高相当額 

  
(注)取得価額相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資

産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

  

  
取得価額 
相当額   

減価償却 
累計額 
相当額 

  
中間 
期末残高
相当額 

 百万円  百万円  百万円

機械装置 
及び 
運搬具 

615  260  354

工具、 
器具及び 
備品 

96  61  35

合計 711  321  389

(借主側) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および中間

期末残高相当額 

  
(注)     同左 

  

  
取得価額
相当額 

減価償却
累計額 
相当額 

中間
期末残高
相当額 

 百万円 百万円 百万円

機械装置 
及び 
運搬具 

639 348 290

工具、 
器具及び 
備品 

109 66 43

合計 749 414 334

(借主側) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および期末

残高相当額 

  
(注)取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定しております。 

  

取得価額
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

  
期末残高
相当額 

百万円 百万円  百万円

機械装置
及び 
運搬具 

627 306  320

工具、
器具及び
備品 

97 57  39

合計 724 364  360

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定しております。 

  

１年内 109百万円

１年超 279 

合計 389 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

(注)     同左 

  

１年内 110百万円

１年超 223 

合計 334 

② 未経過リース料期末残高相当額 

  

(注) 未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しておりま

す。 

  

１年内 110百万円

１年超 249 

合計 360 

③ 支払リース料および減価償却費

相当額 

  

支払リース料 60百万円

減価償却費相当額 60 

③ 支払リース料および減価償却費

相当額 

  

支払リース料 59百万円

減価償却費相当額 59 

③ 支払リース料および減価償却費

相当額 

  

支払リース料 118百万円

減価償却費相当額 118 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

  

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 74百万円

１年超 150 

合計 225 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 85百万円

１年超 109 

合計 195 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 76百万円

１年超 114 

合計 191 



(有価証券関係) 

Ⅰ 前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

 その他有価証券 

  非上場株式(店頭売買株式を除く)   174百万円 

  

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のあ

る株式について17百万円減損処理を行っております。 

また、株式等の減損処理に当たっては、時価が取得原価に対して50％以上下落した場合に減損処理することとしておりま

す。ただし、株式の時価が過去２年間にわたり30％以上下落した状態の場合、株式の発行会社が債務超過の状態(ただし設立

後５年以内を除く)の場合、２期連続で損失を計上しており翌期も損失が予想される場合等においても、回復の見込みがない

と判断し減損処理をすることとしております。 

  

Ⅱ 当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

 その他有価証券 

  非上場株式             177百万円 

  

(注) 株式等の減損処理に当たっては、時価が取得原価に対して50％以上下落した場合に減損処理することとしております。ただ

し、株式の時価が過去２年間にわたり30％以上下落した状態の場合、株式の発行会社が債務超過の状態(ただし設立後５年以

内を除く)の場合、２期連続で損失を計上しており翌期も損失が予想される場合等においても、回復の見込みがないと判断し

減損処理をすることとしております。 

  

  取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差額 

(1) 株式 382百万円 1,140百万円 758百万円 

(2) 債券       

① 国債・地方債等 ― ― ― 

② 社債 ― ― ― 

③ その他 ― ― ― 

(3) その他 2 1 △0 

計 384 1,142 758 

  取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差額 

(1) 株式 395百万円 1,432百万円 1,036百万円 

(2) 債券       

① 国債・地方債等 ― ― ― 

② 社債 ― ― ― 

③ その他 ― ― ― 

(3) その他 2 2 0 

計 397 1,434 1,036 



Ⅲ 前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

 その他有価証券 

  非上場株式              170百万円 

  

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株

式について15百万円減損処理を行っております。 

また、株式等の減損処理に当たっては、時価が取得原価に対して50％以上下落した場合に減損処理することとしておりま

す。ただし、株式の時価が過去２年間にわたり30％以上下落した状態の場合、株式の発行会社が債務超過の状態(ただし設立

後５年以内を除く)の場合、２期連続で損失を計上しており翌期も損失が予想される場合等においても、回復の見込みがない

と判断し減損処理をすることとしております。 

  

  取得原価 連結貸借対照表計上額 差額 

(1) 株式 389百万円 1,182百万円 792百万円 

(2) 債券       

① 国債・地方債等 ― ― ― 

② 社債 ― ― ― 

③ その他 ― ― ― 

(3) その他 2 2 △0 

計 391 1,184 792 



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の時価等に関する事項 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日)、当中間連結会計期間末(平成17年９月30日)および前連結会計年度末

(平成17年３月31日) 

デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。 

  

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 
  

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 
  

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 
  

(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品または事業の内容 

(1) プレス成形部品事業……車体プレス部品、精密プレス部品、樹脂製品、試作品その他 

(2) 金型事業……金型、治具・検査具 

(3) 自動車販売事業……自動車の販売・修理 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(前中間連結会計期間319百万円、当中間連結会計期間

329百万円、前連結会計年度663百万円)の主なものは、当社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

  

  
プレス成形 
部品事業 
(百万円) 

金型事業 

(百万円) 

自動車
販売事業 
(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は全社 

(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に対する売上 
高 

11,069 1,874 1,448 14,392 ― 14,392

(2) セグメント間の内部売 
上高又は振替高 

― 297 7 304 (304) ―

計 11,069 2,171 1,455 14,696 (304) 14,392

営業費用 10,305 2,018 1,459 13,784 22 13,807

営業利益又は営業損失(△) 763 152 △4 912 (327) 585

  
プレス成形 
部品事業 
(百万円) 

金型事業 

(百万円) 

自動車
販売事業 
(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は全社 

(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に対する売上 
高 

13,419 1,182 1,489 16,091 ― 16,091

(2) セグメント間の内部売 
上高又は振替高 

― 116 5 122 (122) ―

計 13,419 1,298 1,495 16,213 (122) 16,091

営業費用 12,576 1,081 1,503 15,161 205 15,367

営業利益又は営業損失(△) 842 217 △8 1,051 (327) 724

  
プレス成形 
部品事業 
(百万円) 

金型事業 

(百万円) 

自動車
販売事業 
(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は全社 

(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に対する売上 
高 

22,812 3,429 2,913 29,155 ― 29,155

(2) セグメント間の内部売 
上高又は振替高 

― 657 12 670 (670) ―

計 22,812 4,087 2,926 29,826 (670) 29,155

営業費用 21,408 3,763 2,897 28,069 47 28,117

営業利益 1,403 323 29 1,756 (718) 1,038



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(注) １ 国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本国以外の区分に属する主な国または地域 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(前中間連結会計期間319百万円、当中間連結会計期間

329百万円、前連結会計年度663百万円)の主なものは、当社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

  

  
日本 
(百万円) 

アジア
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に対する売上 
高 

9,945 4,446 14,392 ― 14,392

(2) セグメント間の内部売 
上高又は振替高 

529 74 603 (603) ―

計 10,475 4,520 14,995 (603) 14,392

営業費用 10,023 4,363 14,387 (580) 13,807

営業利益 451 156 608 (23) 585

  
日本 
(百万円) 

アジア
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に対する売上 
高 

9,688 6,403 16,091 ― 16,091

(2) セグメント間の内部売 
上高又は振替高 

372 92 465 (465) ―

計 10,060 6,496 16,556 (465) 16,091

営業費用 9,483 6,015 15,499 (131) 15,367

営業利益 577 480 1,057 (333) 724

  
日本 
(百万円) 

アジア
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に対する売上 
高 

19,985 9,170 29,155 ― 29,155

(2) セグメント間の内部売 
上高又は振替高 

1,180 171 1,351 (1,351) ―

計 21,165 9,342 30,507 (1,351) 29,155

営業費用 19,670 9,064 28,734 (617) 28,117

営業利益 1,495 277 1,773 (734) 1,038

アジア…………タイ王国、中華人民共和国 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日  至 平成16年９月30日) 

  

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日  至 平成17年９月30日) 

  

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(注) １ 国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国または地域 

  アジア…………タイ王国、中華人民共和国、台湾、インド 

  北米……………アメリカ、カナダ 

３ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上であります。 

  

  アジア 北米 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 5,207 116 5,323

Ⅱ 連結売上高(百万円) 14,392

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

36.2 0.8 37.0

  アジア 北米 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 6,575 ― 6,575

Ⅱ 連結売上高(百万円) 16,091

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

40.9 0.0 40.9

  アジア 北米 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 9,492 128 9,621

Ⅱ 連結売上高(百万円) 29,155

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

32.6 0.4 33.0



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 434円26銭 １株当たり純資産額 525円62銭 １株当たり純資産額 459円44銭

１株当たり中間純利益 27円13銭 １株当たり中間純利益 34円52銭 １株当たり当期純利益 52円26銭

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため、記載しておりませ

ん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため、記載しておりませ

ん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

存在しないため、記載しておりませ

ん。 

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間(当期)純利益(百万円) 237 302 458

普通株主に帰属しない金額 

(百万円) 
― ― ―

普通株式に係る 

中間(当期)純利益(百万円) 
237 302 458

普通株式の期中平均株式数 

(千株) 
8,769 8,766 8,768



(重要な後発事象) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

重要な子会社の出資金の一部譲渡お

よび増資 

 中国における自動車用板金プレス

部品の事業展開を目的として、資本

提携および業務提携を行うため、平

成16年10月12日をもって連結子会社

である広州丸順汽車配件有限公司の

出資金の一部を譲渡し、また、同社

に対して出資に応じて増資いたしま

した。 

(1) 譲渡する相手会社の名称 

株式会社ベステックスキョーエ

イ 

株式会社増田製作所 

(2) 当該子会社の名称、事業内容お

よび会社との取引内容 

名称  ：広州丸順汽車配件有

限公司 

(資本金12,000千米

ドル、12,000千口) 

事業内容：四輪自動車、二輪自

動車および汎用製品

の板金プレス部品、

板金プレス用金型、

治具、検査具等の製

造・販売 

取引内容：四輪自動車、二輪自

動車および汎用製品

の板金プレス部品、

板金プレス用金型、

治具、検査具等を当

社から供給 

(3) 譲渡する出資の数、譲渡価額、

譲渡損益および譲渡後の持分比

率 

出資の数：2,400千口 

譲渡価額：320百万円 

譲渡益 ：72百万円 

持分比率：譲渡前  100％ 

譲渡後 80.0％ 

(4) 増資する出資の数および増資後

の持分比率 

出資の数：5,000千口 

(増資後出資の数 

17,000千口) 

増資額 ：5,000千米ドル 

(増資後資本金 

17,000千米ドル) 

持分比率：増資前 80.0％ 

増資後 80.0％ 

１ 重要な子会社(広州丸順汽車配

件有限公司)の増資 

広州丸順汽車配件有限公司は、

国内外市場の発展を背景とする当

社の事業拡大の取組みにおいて、

更なる経営基盤の強化を図るた

め、従来の株式会社ベステックス

キョーエイおよび株式会社増田製

作所の２社に、本田技研工業(中

国)投資有限公司を加えた４社合

弁とし、平成18年12月31日を最終

払込期日とする総額8,000千米ド

ルの第三者割当増資を行い、資本

金を30,000千米ドルとすることを

決定しました。なお、当社は平成

17年12月５日開催の取締役会にお

いて当該増資を引き受け3,400千

米ドルの払い込みを行うことを決

議しております。 

(1) 当該子会社の名称、事業内容

および会社との取引内容 

名称  ：広州丸順汽車配件

有限公司 

(資本金22,000千

米ドル、22,000千

口) 

事業内容：四輪自動車、二輪

自動車および汎用

製品の板金プレス

部品、板金プレス

用金型、治具、検

査具等の製造・販

売 

取引内容：四輪自動車、二輪

自動車および汎用

製品の板金プレス

部品、板金プレス

用金型、治具、検

査具等を当社から

供給 

(2) 増資する出資の数および増資

後の持分比率 

出資の数：8,000千口 

(増資後出資の数 

30,000千口) 

増資額 ：8,000千米ドル 

(増資後資本金  

30,000千米ドル) 

持分比率：増資前 80.0％  

増資後 70.0％ 

１ 重要な子会社(広州丸順汽車配

件有限公司)の増資 

広州丸順汽車配件有限公司

(80.0％出資子会社)は、新工場建

設に伴う自己資本の充実、経営基

盤の強化を目的として、平成17年

５月９日を払込期日として合弁各

社の出資比率に応じた総額5,000

千米ドルの増資を行っており、資

本金は22,000千米ドルとなりまし

た。なお、当社は平成17年４月25

日開催の取締役会において当該増

資を引き受けることを決議し、

4,000千米ドルの払い込みを行っ

ております。 

(1) 当該子会社の名称、事業内容

および当社との取引内容 

名称  ：広州丸順汽車配件

有限公司 

(資本金17,000千

米ドル) 

事業内容：四輪自動車、二輪

自動車および汎用

製品の板金プレス

部品、板金プレス

用金型、治具、検

査具等の製造・販

売 

取引内容：四輪自動車、二輪

自動車および汎用

製品の板金プレス

部品、板金プレス

用金型、治具、検

査具等を当社から

供給 

(2) 増資額および増資後の持分比

率 

増資額 ：5,000千米ドル 

(増資後資本金 

22,000千米ドル) 

持分比率：増資前 80.0％ 

増資後 80.0％ 



  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――― ２ 重要な子会社(武漢丸順汽車配

件有限公司)の増資 

武漢丸順汽車配件有限公司は、

国内外市場の発展を背景とする当

社の事業拡大の取組みにおいて、

更なる経営基盤の強化を図るた

め、従来の株式会社ベステックス

キョーエイおよび株式会社増田製

作所の２社に、本田技研工業(中

国)投資有限公司を加えた４社合

弁とし、平成18年12月31日を払込

期日とする総額7,000千米ドルの

第三者割当増資を行い、資本金を

12,000千米ドルとすることを決定

しました。なお、当社は平成17年

12月５日開催の取締役会において

当該増資を引き受け4,400千米ド

ルの払い込みを行うことを決議し

ております。 

(1) 当該子会社の名称、事業内容

および会社との取引内容 

名称  ：武漢丸順汽車配件

有限公司 

(資本金5,000千米

ドル、5,000千口) 

事業内容：四輪自動車、二輪

自動車および汎用

製品の板金プレス

部品、板金プレス

用金型、治具、検

査具等の製造・販

売 

取引内容：四輪自動車、二輪

自動車および汎用

製品の板金プレス

部品、板金プレス

用金型、治具、検

査具等を当社から

供給 

(2) 増資する出資の数および増資

後の持分比率 

出資の数：7,000千口 

(増資後出資の数 

12,000千口) 

増資額 ：7,000千米ドル 

(増資後資本金  

12,000千米ドル) 

持分比率：増資前 80.0％  

増資後 70.0％ 

２ 重要な子会社(武漢丸順汽車配

件有限公司)の増資 

武漢丸順汽車配件有限公司

(100％出資子会社)は、新たに株

式会社ベステックスキョーエイお

よび株式会社増田製作所と協同

し、中国における自動車用板金プ

レス部品の事業展開を行うことを

目的として、業務提携および資本

提携を行うため、平成17年６月８

日を払込期日とする総額3,800千

米ドルの第三者割当増資を行って

おり、資本金は5,000千米ドルと

なりました。なお、当社は平成17

年５月18日開催の取締役会におい

て当該増資を引き受けることを決

議し、2,800千米ドルの払い込み

を行っております。 

(1) 当該子会社の名称、事業内容

および当社との取引内容 

名称  ：武漢丸順汽車配件

有限公司 

(資本金1,200千米

ドル) 

事業内容：四輪自動車、二輪

自動車および汎用

製品の板金プレス

部品、板金プレス

用金型、治具、検

査具等の製造・販

売 

取引内容：四輪自動車、二輪

自動車および汎用

製品の板金プレス

部品、板金プレス

用金型、治具、検

査具等を当社から

供給 

(2) 増資額および増資後の持分比

率 

増資額 ：3,800千米ドル 

(増資後資本金 

5,000千米ドル) 

持分比率：増資前  100％ 

増資後 80.0％ 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  
  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

 １ 現金及び預金   750   825 735   

 ２ 受取手形   67   158 159   

 ３ 売掛金   3,250   3,215 3,163   

 ４ たな卸資産   1,812   1,701 1,196   

 ５ その他   847   811 851   

  流動資産合計     6,729 34.6 6,711 31.8   6,106 31.6

Ⅱ 固定資産           

 １ 有形固定資産 ※１         

  (1) 建物 ※２ 1,912   1,839 1,860   

  (2) 機械及び装置 ※２ 2,219   1,866 2,011   

  (3) 工具、器具及び備品 ※２ 2,013   2,579 1,985   

  (4) 土地 ※２ 1,551   1,533 1,548   

  (5) その他   570   924 1,097   

   有形固定資産合計   8,267   8,744 8,503   

 ２ 無形固定資産   123   114 119   

 ３ 投資その他の資産           

  (1) 投資有価証券 ※２ 1,952   2,238 1,992   

  (2) 関係会社出資金   1,604   2,507 1,783   

  (3) 投資不動産 ※２ 490   482 486   

  (4) その他   428   419 411   

    貸倒引当金   △56   △38 △39   

    投資損失引当金   △91   △67 △63   

   投資その他の資産合計   4,327   5,541 4,570   

  固定資産合計     12,718 65.4 14,400 68.2   13,193 68.4

  資産合計     19,447 100.0 21,111 100.0   19,300 100.0

            



  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

 １ 支払手形   1,394   1,208 1,062   

 ２ 買掛金   1,408   1,479 1,548   

 ３ 短期借入金 ※４ 200   140 100   

 ４ １年内返済予定 
   長期借入金 ※２ 1,960   3,049 2,421   

 ５ 未払金   223   557 225   

 ６ 未払法人税等   189   45 264   

 ７ 賞与引当金   273   251 247   

 ８ 役員賞与引当金   ―   ― 14   

 ９ その他   684   541 649   

  流動負債合計     6,335 32.6 7,273 34.5   6,533 33.9

Ⅱ 固定負債           

 １ 長期借入金 ※２ 8,753   8,928 8,158   

 ２ 退職給付引当金   379   454 408   

 ３ 役員退職慰労引当金   82   94 88   

 ４ その他   54   191 123   

  固定負債合計     9,270 47.6 9,668 45.8   8,778 45.4

  負債合計     15,605 80.2 16,942 80.3   15,312 79.3

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     532 2.8 532 2.5   532 2.8

Ⅱ 資本剰余金           

 １ 資本準備金   430   430 430   

  資本剰余金合計     430 2.2 430 2.0   430 2.2

Ⅲ 利益剰余金           

 １ 利益準備金   94   94 94   

 ２ 任意積立金   1,961   2,261 1,961   

 ３ 中間(当期)未処分利益   394   257 530   

  利益剰余金合計     2,450 12.6 2,613 12.4   2,586 13.4

Ⅳ その他有価証券評価差額金     429 2.2 595 2.8   440 2.3

Ⅴ 自己株式     △0 △0.0 △2 △0.0   △1 △0.0

  資本合計     3,842 19.8 4,169 19.7   3,988 20.7

  負債資本合計     19,447 100.0 21,111 100.0   19,300 100.0

            



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     9,026 100.0 8,571 100.0   18,251 100.0

Ⅱ 売上原価     7,800 86.4 7,537 87.9   15,860 86.9

   売上総利益     1,226 13.6 1,033 12.1   2,390 13.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費     786 8.7 790 9.3   1,600 8.8

   営業利益     439 4.9 243 2.8   789 4.3

Ⅳ 営業外収益 ※１   40 0.4 93 1.1   74 0.4

Ⅴ 営業外費用 ※２   115 1.3 109 1.2   200 1.1

   経常利益     364 4.0 227 2.7   664 3.6

Ⅵ 特別利益 ※３   1 0.0 1 0.0   40 0.3

Ⅶ 特別損失 ※４   22 0.2 46 0.6   56 0.3

   税引前中間(当期)純利益     343 3.8 183 2.1   648 3.6

法人税、住民税及び事業税   182   65 325   

   法人税等調整額   △43 139 1.5 20 85 1.0 △17 308 1.7

   中間(当期)純利益     204 2.3 97 1.1   340 1.9

   前期繰越利益     190 160   190 

   中間(当期)未処分利益     394 257   530 

            



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  
  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券 

①子会社株式及び関連会

社株式 

…移動平均法による

原価法 

(1) 有価証券 

①子会社株式及び関連会

社株式 

同左 

(1) 有価証券 

①子会社株式及び関連会

社株式 

同左 

  ②その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法 

(評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は移動平均法によ

り算定) 

②その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

②その他有価証券 

時価のあるもの 

…期末日の市場価格

等に基づく時価法 

(評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は移動平均法によ

り算定) 

  時価のないもの 

…移動平均法による

原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

        

  (2) たな卸資産 

①製品および仕掛品 

プレス成形部品(試

作品を除く。) 

…総平均法による原

価法 

(2) たな卸資産 

①製品および仕掛品 

プレス成形部品(試

作品を除く。) 

同左 

(2) たな卸資産 

①製品および仕掛品 

プレス成形部品(試

作品を除く。) 

同左 

  その他金型等 

…個別法による原価

法 

その他金型等 

同左 

その他金型等 

同左 

  ②原材料 

…総平均法による原

価法 

②原材料 

同左 

②原材料 

同左 

  ③貯蔵品 

…最終仕入原価法に

よる原価法 

③貯蔵品 

同左 

③貯蔵品 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

…定率法(ただし、

建物については定

額法) 

なお、主な科目の耐用年

数は以下のとおりであり

ます。 

建物……３年～47年 

機械及び装置 

……８年～12年 

工具、器具及び備品 

……２年～15年 

(1) 有形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

        

  (2) 無形固定資産 

…定額法 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

        

  (3) 投資不動産 

…定額法 

(3) 投資不動産 

同左 

(3) 投資不動産 

同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を検討

し、回収不能見積額を計

上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

        

  (2) 投資損失引当金 

関係会社への投資等に

対する損失に備えるた

め、その財政状態および

回収可能性を勘案して計

上しております。 

(2) 投資損失引当金 

同左 

(2) 投資損失引当金 

同左 

        

  (3) 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に

充てるため、支給見込額

のうち当中間会計期間の

負担額を計上しておりま

す。 

(3) 賞与引当金 

同左 

(3) 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に

充てるため、支給見込額

のうち当事業年度の負担

額を計上しております。 

        

  (4)   ――――― (4) 役員賞与引当金 

役員の賞与の支給に充

てるため、支給見込額を

計上しております。 

(4) 役員賞与引当金 

役員の賞与の支給に充

てるため、支給見込額を

計上しております。 

     (追加情報) 

「役員賞与の会計処理

に関する当面の取扱い」

(企業会計基準委員会

実務対応報告第13号)を

適用しており、従来、株

主総会決議時に未処分利

益の減少として会計処理

していた役員賞与を、前

事業年度下期から支給見

込額を役員賞与引当金に

計上しております。 

なお、当中間会計期間

末において、支給見込額

を合理的に見積ることが

困難であるため、引当計

上しておりません。 

 (追加情報) 

「役員賞与の会計処理

に関する当面の取扱い」

(企業会計基準委員会

実務対応報告第13号)の

適用により、従来、株主

総会決議時に未処分利益

の減少として会計処理し

ていた役員賞与を、当事

業年度から支給見込額を

役員賞与引当金に計上し

ております。 

この結果、従来の方法

に比べて、営業利益、経

常利益および税引前当期

純利益が、14百万円減少

しております。 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  

  

(5) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務お

よび年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間

末において発生している

と認められる額を計上し

ております。 

数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(15年)による定額法によ

り按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費

用処理しております。 

過去勤務債務は、従業

員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(15年)に

よる定額法による按分額

を費用処理しておりま

す。 

会計基準変更時差異

(451百万円)は、平成13

年３月期から15年による

按分額を費用処理してお

ります。 

(5) 退職給付引当金 

同左 

(5) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務お

よび年金資産の見込額に

基づき計上しておりま

す。 

数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(15年)による定額法によ

り按分した額をそれぞれ

翌事業年度から費用処理

しております。 

過去勤務債務は、従業

員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(15年)に

よる定額法による按分額

を費用処理しておりま

す。 

会計基準変更時差異

(451百万円)は、平成13

年３月期から15年による

按分した額を費用処理し

ております。 

        

  (6) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支

払に備えるため、内規に

基づく中間会計期間末要

支給額を計上しておりま

す。 

(6) 役員退職慰労引当金 

同左 

(6) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支

払に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計

上しております。 

４ 外貨建の資産及び

負債の本邦通貨への

換算基準 

外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。 

同左 外貨建金銭債権債務は、

期末日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しており

ます。 

５ リース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

６ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

金利スワップ取引につ

いては、特例処理を採用

しております。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

        

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

ヘッジ手段 

…金利スワップ取引 

ヘッジ対象 

…変動金利長期預金、

変動金利借入金 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

ヘッジ手段 

…同左 

ヘッジ対象 

…同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

ヘッジ手段 

…同左 

ヘッジ対象 

…同左 

        

  (3) ヘッジ方針 

金利変動リスクを回避

するため、金利スワップ

取引を利用しておりま

す。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

(3) ヘッジ方針 

同左 

  (4) ヘッジ有効性評価の方

法 

金利スワップの特例処

理の適用要件を満たして

いるため、有効性の評価

を省略しております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方

法 

同左 

(4) ヘッジ有効性評価の方

法 

同左 

７ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成の

ための基本となる重

要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理につ

いては、税抜方式によって

おります。 

 なお、仮受消費税等と仮

払消費税等の中間期末残高

の相殺後の金額は、流動負

債のその他に含めておりま

す。 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理につ

いては、税抜方式によって

おります。 

 なお、仮受消費税等と仮

払消費税等の中間期末残高

の相殺後の金額は、流動資

産のその他に含めておりま

す。 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式によ

っております。 



会計処理の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号)

を適用しております。 

 これにより税引前中間純利益は14

百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除し

ております。 

――――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

22,056百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

23,362百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

22,643百万円

      

※２ 担保資産及び担保付債務 

工場財団に属している資産 

建物 1,118百万円

機械及び 

装置 
393 

工具、器具 

及び備品 
2 

土地 490 

計 2,005 

※２ 担保資産及び担保付債務 

工場財団に属している資産 

建物 872百万円

機械及び 

装置 
318 

工具、器具

及び備品 
2 

土地 490 

計 1,684 

※２ 担保資産及び担保付債務 

工場財団に属している資産 

建物 1,092百万円

機械及び 

装置 
344 

工具、器具 

及び備品 
2 

土地 490 

計 1,929 

上記に対応する債務 

１年内返済

予定長期借

入金 

1,199百万円

長期借入金 3,988 

計 5,188 

上記に対応する債務 

１年内返済

予定長期借

入金 

1,649百万円

長期借入金 4,288 

計 5,937 

上記に対応する債務 

１年内返済

予定長期借

入金 

1,372百万円

長期借入金 3,701 

計 5,073 

工場財団に属していない資産 

建物 567百万円

機械及び装置 751 

土地 778 

投資有価証券 528 

投資不動産 315 

計 2,941 

工場財団に属していない資産 

建物 475百万円

機械及び装置 619 

土地 492 

投資有価証券 866 

投資不動産 312 

計 2,766 

工場財団に属していない資産 

建物 486百万円

機械及び装置 679 

土地 492 

投資有価証券 724 

投資不動産 313 

計 2,697 

上記に対応する債務 

１年内返済

予定長期借

入金 

342百万円

長期借入金 3,143 

保証債務 186 

計 3,672 

上記に対応する債務 

１年内返済

予定長期借

入金 

988百万円

長期借入金 2,766 

保証債務 237 

計 3,992 

上記に対応する債務 

１年内返済

予定長期借

入金 

617百万円

長期借入金 2,869 

保証債務 254 

計 3,741 

      

３ 保証債務 

次の関係会社に対して保証を

しております。 

タイ・マルジュン社 

 借入債務等 1,166百万円

広州丸順汽車配件有限公司 

 借入債務 1,419 

武漢丸順汽車配件有限公司 

 借入債務 174 

㈱ホンダ四輪販売丸順 

 仕入債務 186 

計 2,947 

３ 保証債務 

次の関係会社に対して保証を

しております。 

タイ・マルジュン社 

 借入債務等 2,044百万円

広州丸順汽車配件有限公司 

 借入債務 1,620 

武漢丸順汽車配件有限公司 

 借入債務 223 

㈱ホンダ四輪販売丸順 

 仕入債務 237 

計 4,125 

３ 保証債務 

次の関係会社に対して保証を

しております。 

タイ・マルジュン社 

 借入債務等 1,600百万円

広州丸順汽車配件有限公司 

 借入債務 1,503 

武漢丸順汽車配件有限公司 

 借入債務 207 

㈱ホンダ四輪販売丸順 

 仕入債務 254 

計 3,565 



  

  
  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※４ 当座借越契約 

当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行10行と

当座借越契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく当中間

会計期間末の借入未実行残高

は、次のとおりであります。 

当座借越極度額 4,050百万円

借入実行残高 200 

差引額 3,850 

※４ 当座借越契約 

当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行10行と

当座借越契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく当中間

会計期間末の借入未実行残高

は、次のとおりであります。 

当座借越極度額 4,050百万円

借入実行残高 140 

差引額 3,910 

※４ 当座借越契約 

当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行10行と

当座借越契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく当事業

年度末の借入未実行残高は、次

のとおりであります。 

当座借越極度額 4,050百万円

借入実行残高 100 

差引額 3,950 



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 1百万円

受取配当金 5 

受取地代家賃 18 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 1百万円

受取配当金 65 

受取地代家賃 16 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 2百万円

受取保険金 10 

受取地代家賃 37 

      

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 93百万円

投資損失引当 
金繰入額 

17 

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 93百万円

投資損失引当
金繰入額 

3 

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 186百万円

      

※３ 特別利益のうち主要なもの 

固定資産売却益 

機械及び装置 0百万円

※３ 特別利益のうち主要なもの 

固定資産売却益 

貸倒引当金戻入益 1百万円

機械及び装置 0百万円

※３ 特別利益のうち主要なもの 

固定資産売却益 

機械及び装置 0百万円

車輌運搬具 0 

工具、器具 
及び備品 

0 

土地 10 

計 10 

      

※４ 特別損失のうち主要なもの 

固定資産廃棄損 

機械及び装置 1百万円

車輌運搬具 0 

工具、器具 
及び備品 

2 

計 4 

※４ 特別損失のうち主要なもの 

固定資産廃棄損 

建物 14百万円

構築物 0 

機械及び装置 4 

工具、器具
及び備品 

0 

撤去費用 10 

計 30 

※４ 特別損失のうち主要なもの 

固定資産廃棄損 

構築物 0百万円

機械及び装置 31 

車輌運搬具 0 

工具、器具 

及び備品 
4 

計 37 

投資有価証券評価損 

17百万円

減損損失 

14百万円

投資有価証券評価損 

15百万円

  当社は、以下の資産グループ

について減損損失を計上しまし

た。 

  (経緯) 

上記の土地については、厚生

施設建設予定地として取得いた

しましたが、現在は遊休資産と

なっております。 

今後の利用計画も無く、地価

も著しく下落しているため、減

損損失を認識いたしました。 

用途 種類 場所
金額
(百万円)

遊休 土地
岐阜県
関市 

8

遊休 土地
富山県
西砺波郡

5

計 14 

  



  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

    (グルーピングの方法) 

事業部門別を基本とし、製造

部門においては製造品目を単位

とし、将来の使用が見込まれて

いない遊休資産については個々

の物件単位でグルーピングをし

ております。 

  (回収可能価額の算定方法等) 

当資産グループの回収可能価

額は、正味売却価額により測定

しており、固定資産税評価額に

基づいて評価しております。 

  

      

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 827百万円

無形固定資産 8 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 849百万円

無形固定資産 9 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,751百万円

無形固定資産 17 



 (リース取引関係) 

  

  

次へ 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(借主側) 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

(借主側) 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

(借主側) 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および中

間期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および中

間期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および期

末残高相当額 
  取得価額 

相当額   
減価償却 
累計額 
相当額 

  
中間 
期末残高
相当額 

  百万円   百万円   百万円

機械及び 
装置 581  240  341

工具、器具 
及び備品 96  61  35

有形固定 
資産の 
その他 
(車両運搬 
具) 

13  7  6

合計 691  308  383

  取得価額
相当額 

減価償却
累計額 
相当額 

中間
期末残高
相当額 

  百万円  百万円  百万円

機械及び 
装置 602 326 276

工具、器具 
及び備品 109 66 43

有形固定 
資産の 
その他 
(車両運搬 
具) 

20 11 9

合計 733 403 329

取得価額
相当額  

減価償却 
累計額 
相当額 

  
期末残高
相当額 

百万円   百万円   百万円

機械及び
装置 586  282  303

工具、器具
及び備品 20  9  11

有形固定
資産の 
その他 
(車両運搬 
具) 

97  57  39

合計 704  349  354

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

(注)     同左 

  

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により

算定しております。 

      

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 107百万円

１年超 275 

合計 383 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 108百万円

１年超 220 

合計 329 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年内 108百万円

１年超 246 

合計 354 

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定しております。 

(注)     同左 (注) 未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しておりま

す。 

      

３ 支払リース料および減価償却費

相当額 

支払リース料 59百万円

減価償却費 
相当額 

59 

３ 支払リース料および減価償却費

相当額 

支払リース料 57百万円

減価償却費
相当額 

57 

３ 支払リース料および減価償却費

相当額 

支払リース料 115百万円

減価償却費
相当額 

115 

      

４ 減価償却費相当額の算定方法 ４ 減価償却費相当額の算定方法 ４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

同左 同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間および前事業年度のいずれにおいても子会社株式および関連会社株式で時価

のあるものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 438円15銭 １株当たり純資産額 475円61銭 １株当たり純資産額 454円90銭

１株当たり中間純利益 23円31銭 １株当たり中間純利益 11円09銭 １株当たり当期純利益 38円78銭

なお、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益については、潜在株式が
存在しないため、記載しておりませ
ん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益については、潜在株式が
存在しないため、記載しておりませ
ん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益については、潜在株式が
存在しないため、記載しておりませ
ん。 

  
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間(当期)純利益(百万円) 204 97 340

普通株主に帰属しない金額 

(百万円) 
― ― ―

普通株式に係る 

中間(当期)純利益(百万円) 
204 97 340

普通株式の期中平均株式数 

(千株) 
8,769 8,766 8,768



(重要な後発事象) 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

重要な子会社の出資金の一部譲渡お

よび増資 

 中国における自動車用板金プレス

部品の事業展開を目的として、資本

提携および業務提携を行うため、平

成16年10月12日をもって連結子会社

である広州丸順汽車配件有限公司の

出資金の一部を譲渡し、また、同社

に対して出資に応じて増資いたしま

した。 

(1) 譲渡する相手会社の名称 

株式会社ベステックスキョー

エイ 

株式会社増田製作所 

(2) 当該子会社の名称、事業内容

および会社との取引内容 

名称  ：広州丸順汽車配件

有限公司 

(資本金12,000千米

ドル、12,000千口) 

事業内容：四輪自動車、二輪

自動車および汎用

製品の板金プレス

部品、板金プレス

用金型、治具、検

査具等の製造・販

売 

取引内容：四輪自動車、二輪

自動車および汎用

製品の板金プレス

部品、板金プレス

用金型、治具、検

査具等を当社から

供給 

(3) 譲渡する出資の数、譲渡価

額、譲渡損益および譲渡後の

持分比率 

出資の数：2,400千口 

譲渡価額：320百万円 

譲渡益 ：17百万円 

持分比率：譲渡前  100％ 

譲渡後 80.0％ 

(4) 増資する出資の数および増資

後の持分比率 

出資の数：5,000千口 

(増資後出資の数 

17,000千口) 

増資額 ：5,000千米ドル 

(増資後資本金 

17,000千米ドル) 

持分比率：増資前 80.0％ 

増資後 80.0％ 

１ 重要な子会社(広州丸順汽車配

件有限公司)の増資 

  広州丸順汽車配件有限公司は、

国内外市場の発展を背景とする当

社の事業拡大の取組みにおいて、

更なる経営基盤の強化を図るた

め、従来の株式会社ベステックス

キョーエイおよび株式会社増田製

作所の２社に、本田技研工業(中

国)投資有限公司を加えた４社合

弁とし、平成18年12月31日を最終

払込期日とする総額8,000千米ド

ルの第三者割当増資を行い、資本

金を30,000千米ドルとすることを

決定しました。なお、当社は平成

17年12月５日開催の取締役会にお

いて当該増資を引き受け3,400千

米ドルの払い込みを行うことを決

議しております。 

(1) 当該子会社の名称、事業内容

および会社との取引内容 

名称  ：広州丸順汽車配件

有限公司 

(資本金22,000千

米ドル、22,000千

口) 

事業内容：四輪自動車、二輪

自動車および汎用

製品の板金プレス

部品、板金プレス

用金型、治具、検

査具等の製造・販

売 

取引内容：四輪自動車、二輪

自動車および汎用

製品の板金プレス

部品、板金プレス

用金型、治具、検

査具等を当社から

供給 

(2) 増資する出資の数および増資

後の持分比率 

出資の数：8,000千口 

(増資後出資の数 

30,000千口) 

増資額 ：8,000千米ドル 

(増資後資本金 

30,000千米ドル) 

持分比率：増資前 80.0％ 

増資後 70.0％ 

１ 重要な子会社(広州丸順汽車配

件有限公司)の増資 

広州丸順汽車配件有限公司

(80.0％出資子会社)は、新工場建

設に伴う自己資本の充実、経営基

盤の強化を目的として、平成17年

５月９日を払込期日として合弁各

社の出資比率に応じた総額5,000

千米ドルの増資を行っており、資

本金は22,000千米ドルとなりまし

た。なお、当社は平成17年４月25

日開催の取締役会において当該増

資を引き受けることを決議し、

4,000千米ドルの払い込みを行っ

ております。 

(1) 当該子会社の名称、事業内容

および当社との取引内容 

名称  ：広州丸順汽車配件

有限公司 

(資本金17,000千

米ドル) 

事業内容：四輪自動車、二輪

自動車および汎用

製品の板金プレス

部品、板金プレス

用金型、治具、検

査具等の製造・販

売 

取引内容：四輪自動車、二輪

自動車および汎用

製品の板金プレス

部品、板金プレス

用金型、治具、検

査具等を当社から

供給 

(2) 増資額および増資後の持分比

率 

増資額 ：5,000千米ドル 

(増資後資本金 

22,000千米ドル) 

持分比率：増資前 80.0％ 

増資後 80.0％ 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――― ２ 重要な子会社(武漢丸順汽車配

件有限公司)の増資 

  武漢丸順汽車配件有限公司は、

国内外市場の発展を背景とする当

社の事業拡大の取組みにおいて、

更なる経営基盤の強化を図るた

め、従来の株式会社ベステックス

キョーエイおよび株式会社増田製

作所の２社に、本田技研工業(中

国)投資有限公司を加えた４社合

弁とし、平成18年12月31日を払込

期日とする総額7,000千米ドルの

第三者割当増資を行い、資本金を

12,000千米ドルとすることを決定

しました。なお、当社は平成17年

12月５日開催の取締役会において

当該増資を引き受け4,400千米ド

ルの払い込みを行うことを決議し

ております。 

(1) 当該子会社の名称、事業内容

および会社との取引内容 

名称  ：武漢丸順汽車配件

有限公司 

(資本金5,000千米

ドル、5,000千口) 

事業内容：四輪自動車、二輪

自動車および汎用

製品の板金プレス

部品、板金プレス

用金型、治具、検

査具等の製造・販

売 

取引内容：四輪自動車、二輪

自動車および汎用

製品の板金プレス

部品、板金プレス

用金型、治具、検

査具等を当社から

供給 

(2) 増資する出資の数および増資

後の持分比率 

出資の数：7,000千口 

(増資後出資の数 

12,000千口) 

増資額 ：7,000千米ドル 

(増資後資本金 

12,000千米ドル) 

持分比率：増資前 80.0％ 

増資後 70.0％ 

２ 重要な子会社(武漢丸順汽車配

件有限公司)の増資 

武漢丸順汽車配件有限公司

(100％出資子会社)は、新たに株

式会社ベステックスキョーエイお

よび株式会社増田製作所と協同

し、中国における自動車用板金プ

レス部品の事業展開を行うことを

目的として、業務提携および資本

提携を行うため、平成17年６月８

日を払込期日とする総額3,800千

米ドルの第三者割当増資を行って

おり、資本金は5,000千米ドルと

なりました。なお、当社は平成17

年５月18日開催の取締役会におい

て当該増資を引き受けることを決

議し、2,800千米ドルの払い込み

を行っております。 

(1) 当該子会社の名称、事業内容

および当社との取引内容 

名称  ：武漢丸順汽車配件

有限公司 

(資本金1,200千米

ドル) 

事業内容：四輪自動車、二輪

自動車および汎用

製品の板金プレス

部品、板金プレス

用金型、治具、検

査具等の製造・販

売 

取引内容：四輪自動車、二輪

自動車および汎用

製品の板金プレス

部品、板金プレス

用金型、治具、検

査具等を当社から

供給 

(2) 増資額および増資後の持分比

率 

増資額 ：3,800千米ドル 

(増資後資本金 

5,000千米ドル) 

持分比率：増資前  100％ 

増資後 80.0％ 



(2) 【その他】 

平成17年11月17日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

① 中間配当による配当金の総額………………35百万円 

② １株当たりの金額……………………………４円00銭 

③ 支払請求の効力発生日及び支払開始日……平成17年12月６日 

(注) 平成17年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第47期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月23日 
東海財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社丸順 
  

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社丸順の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16

年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算

書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社丸順及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

平成16年12月17日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  上  田  圭  祐  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  松  岡  正  明  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  渋  谷  英  司  ㊞ 

  
(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社丸順 
  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社丸順の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17

年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算

書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社丸順及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度から固定資産の減損に係る会計基準が適用されるこ

ととなるため、この会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

平成17年12月19日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  松  岡  正  明  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  鈴  木  晴  久  ㊞ 

  
(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社丸順 
  

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社丸順の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第47期事業年度の中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年

９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中

間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社丸順の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成16年４月１日から

平成16年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

平成16年12月17日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  上  田  圭  祐  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  松  岡  正  明  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  渋  谷  英  司  ㊞ 

  
(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社丸順 
  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社丸順の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第48期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年

９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中

間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社丸順の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成17年４月１日から

平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準が適用されることと

なるため、この会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

平成17年12月19日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  松  岡  正  明  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  鈴  木  晴  久  ㊞ 

  
(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 
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